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第１ 生活保護法のあらまし 

 

１ 生活保護法の目的と基本原理 

  憲法第２５条には「すべて国民は、健康で文化的な最低限度の生活を営む権利を有する。国 

は、すべての生活部面について、社会福祉、社会保障及び公衆衛生の向上及び増進に努めなけ 

ればならない。」と規定されています。 

生活保護法は、この憲法の理念に基づいて、昭和２５年５月に制定された制度であり、次に 

４つの基本原理によってささえられています。 

（１）国が生活に困窮するすべての国民に対し、困窮の程度に応じ、必要な保護を行い、最低限

度の生活を保障するとともに、その自立を助長することを目的とする国家責任の原理 

（２）保護を受ける原因は、生活困窮している事実によってであり、生活保護法に定める要件を

満たす限り、その機会、内容において一切差別をつけないという無差別平等の原理 

（３）保護を受ける者には、必ず最低限度の需要を満たすことのできる程度の生活を保障する最 

低限度保障の原理 

（４）要保護者がその利用しうる資産、能力その他あらゆる社会資源をその生活の維持のために

活用することを要件として行われるという補足性の原理 

 

２ 生活保護の種類 

  保護の種類は、生活扶助、教育扶助、住宅扶助、医療扶助、介護扶助、出産扶助、生業扶助

及び葬祭扶助の８種類に分けられ、それぞれの扶助は最低生活を充足するに必要とされる限度

において、要保護者の必要に応じて単給又は併給として行われます。 

  また、扶助の支給方法は、金銭給付を原則としていますが、医療扶助及び介護扶助は、給付

の性質上、現物給付を原則としています。 

 

３ 保護を決定し実施する機関 

  保護は、都道府県知事、市長及び福祉事務所を設置する町村の長が保護の実施機関として、

その所管区域内に居住地又は現在地を有する要保護者に対して保護を決定し、実施する義務を

負っています。（法第１９条） 

 

４ 指定医療機関 

  医療扶助のための医療を担当する機関は、開設者の申請により、国の開設した医療機関につ 

いては厚生労働大臣の指定、その他の医療機関については都道府県知事等（政令指定都市、中

核市を含む。）の指定を受けることとされています。 

  この指定を受けた医療機関を「指定医療機関」といいます。 
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指定医療機関医療担当規程 

制定：昭和２５年８月２３日 厚生省告示第２２２ 号 

改正：平成３０年９月２８日 厚生省告示第３４４ 号 

改正：令和８年３月６日   厚 生 省 告 示 第 ７ ９ 号 

 

 生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第５０条第１項の規定により。指定医療機関医療担
当規程を次のとおり定める。 
 
(指定医療機関の義務) 
第１条 指定医療機関は、生活保護法(以下「法」という。)に定めるところによるのほか、この

規程の定めるところにより、医療を必要とする被保護者(以下「患者」という。)の医療を担当
しなければならない。 

 
（医療券及び初診券） 
第２条 指定医療機関は、保護の実施機関の発給した有効な医療券(初診券を含む。以下同じ。) 

を所持する患者の診療を正当な事由がなく拒んではならない。 
 

第３条 指定医療機関は、患者から医療券を提出して診療を求められたときは、その医療券が、
その者について発給されたものであること及びその医療券が有効であることをたしかめた後で
なければ診療をしてはならない。 

 
(診療時間) 
第４条 指定医療機関は、自己の定めた診療時間において診療するほか、患者がやむを得ない事

情により、その診療時間に診療を受けることができないときは、患者のために便宜な時間を定
めて診療しなければならない。 

 
(援助) 
第５条 指定医療機関が、患者に対し次に掲げる範囲の医療の行われることを必要と認めたとき

は、速やかに、患者が所定の手続をすることができるよう患者に対し必要な援助を与えなけれ
ばならない。 
一 居宅における療養上の管理及びその療養に伴う世話その他の看護 
二 病院又は診療所への入院及びその療養に伴う世話その他の看護 
三 移送 
四 歯科の補てつ 
 

(後発医薬品) 
第６条 指定医療機関の医師又は歯科医師(以下「医師等」という。)は、投薬又は注射を行うに

当たり、後発医薬品(法第３４条第３項に規定する後発医薬品をいう。以下同じ。)の使用を考
慮するよう努めるとともに、投薬を行うに当たつては、医学的知見に基づき後発医薬品を使用
することができると認めた場合には、原則として、後発医薬品により投薬を行うものとする。 

 
２ 指定医療機関である薬局は、後発医薬品の備蓄に関する体制その他の後発医薬品の調剤に必

要な体制の確保に努めなければならない。 
 
３ 指定医療機関である薬局の薬剤師は、処方せんに記載された医薬品に係る後発医薬品が保険

医療扶助を行う指定医療機関は、下記の指定医療機関担当規程により、被保護者の医療を担当

しなければならないとされています。 
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薬局及び保険薬剤師療養担当規則(昭和３２年厚生省令第１６号)第９条の規定による厚生労働
大臣の定める医薬品である場合であつて、当該処方せんを発行した医師等が後発医薬品への変
更を認めているときは、患者に対して、後発医薬品に関する説明を適切に行わなければならな
い。この場合において、指定医療機関である薬局の薬剤師は、原則として、後発医薬品を調剤
するものとする。 

 
(服薬状況等の確認) 
第６条の２ 医師等は、診察を行うに当たり、患者の服薬状況及び薬剤服用歴につき、地域にお

ける医療及び介護の総合的な確保の促進に関する法律（平成元年法律第６４号）第１２条の２
第１項に規定する電磁的記録、同条第３項の情報若しくは同条第５項の情報又は患者の薬剤服
用歴その他の情報を一元的かつ経時的に管理できる手帳（次項において「薬剤情報等」という。）
を活用する方法により確認しなければならない。ただし、緊急やむを得ない場合については、
この限りではない。 

２ 指定医療機関である薬局の薬剤師は、調剤を行うに当たり、患者の服薬状況及び薬剤服用歴
につき、薬剤情報等を活用する方法により確認しなければならない。ただし、緊急やむを得な
い場合については、この限りではない。 

 
(証明書等の交付) 
第７条 指定医療機関は、その診療中の患者及び保護の実施機関から法による保護につき、必要

な証明書又は意見書等の交付を求められたときは、無償でこれを交付しなければならない。 
２ 指定医療機関は、患者の医療を担当した場合において、正当な理由がない限り、当該医療に

関する費用の請求に係る計算の基礎となつた項目ごとに記載した明細書を無償で交付しなけれ
ばならない。 

 
(診療録) 
第８条 指定医療機関は、患者に関する診療録に、国民健康保険の例によつて医療の担当に関し

必要な事項を記載し、これを他の診療録と区別して整備しなければならない。 
 
(帳簿) 
第９条 指定医療機関は、診療及び診療報酬の請求に関する帳簿及び書類を完結の日から５年間

保存しなければならない。 
 
(通知) 
第１０条 指定医療機関が、患者について左の各号の一に該当する事実のあることを知つた場合

には、すみやかに、意見を附して医療券を発給した保護の実施機関に通知しなければならない。 
一 患者が正当な理由なくして、診療に関する指導に従わないとき。 
二 患者が詐偽その他不正な手段により診療を受け、又は受けようとしたとき。 

 
（指定訪問看護事業者等に関する特例) 
第１１条 指定医療機関である健康保険法(大正１１年法律第７０号)第８８条第１項に規定する

指定訪問看護事業者又は介護保険法(平成９年法律第１２３号)第４１条第１項に規定する指定
居宅サービス事業者(同法第８条第４項に規定する訪問看護を行う者に限る。)若しくは同法第
５３条第１項に規定する指定介護予防サービス事業者(同法第８条の２第３項に規定する介護
予防訪問看護を行う者に限る。)にあつては、第５条の規定は適用せず、第８条中「関する診療
録」とあるのは「対する指定訪問看護の提供に関する諸記録」と、「国民健康保険の例によつて」
とあるのは「国民健康保険又は後期高齢者医療の例によつて」と、「診療録と」とあるのは「諸
記録と」と、それぞれ読み替えて適用するものとする。 
 

 (薬局に関する特例) 
第１２条 指定医療機関である薬局にあつては、第５条の規定は適用せず、第８条中「診療録」

とあるのは「調剤録」と読み替え適用するものとする。 
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 (準用) 
第１３条 第１条から第１０条までの規定は、医療保護施設が患者の診療を担当する場合に、第

１条から第５条まで、第７条第１項及び第８条から第１０条までの規定は、指定助産機関又は
指定施術機関が被保護者の助産又は施術を担当する場合に、それぞれ準用する。 
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指定医療機関の診療方針及び診療報酬は、国民健康保険の診療方針及び診療報酬の例によると

なっておりますが、以下については、国民健康保険の例によらない生活保護独自の取り扱いで

す。 

生活保護法第５２条第２項の規定による診療方針及び診療報酬 

制定：昭和３４年５月６日 厚生省告示第１２５号 

（最終改正：平成２８年 厚生労働省告示第１５６号） 

 

生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第５２条第２項（同法第５５条において準用する場

合を含む。）の規定により、生活保護法第５２条第２項の規定による診療方針及び診療報酬を次

のとおり定め、昭和３４年１月１日から適用し、生活保護法第５２条第２項の規定による診療方

針及び診療報酬（昭和２５年８月厚生省告示第２１２号）は、昭和３３年１２月３１日限り廃止

する。 

  

生活保護法第５２条第２項の規定による診療方針及び診療報酬  

 

１ 歯科の歯冠修復及び欠損補綴の取扱において、歯科材料として金を使用することは、行わな

い。 

 

２ 国民健康保険の診療方針及び診療報酬のうち、保険外併用療養費の支給に係るもの（厚生労 

働大臣の定める評価療養、患者申出療養及び選定療養（平成１８年厚生労働省告示第４９５

号）第２条第７号に規定する療養（次項において「長期入院選定療養」という。）につき別に

定めるところによる場合を除く。第４項において同じ。）は指定医療機関及び医療保護施設に

は適用しない。 

 

３ 前項の規定により指定医療機関及び医療保護施設に適用される長期入院選定療養に係る費用

の額は、国民健康保険法（昭和３３年法律第１９２号）第４２条第１項第１号に掲げる場合の

例による。 

 

４ 前３項に定めるもののほか、結核の医療その他の特殊療法又は新療法による医療その他生活

保護法（昭和２５年法律第１４４号）の基本原理及び原則に基づき、国民健康保険の診療方針

及び診療報酬（保険外併用療養費の支給に係るものを除く。）と異なる取扱いを必要とする事

項に関しては、別に定めるところによる。 

 

５ ７５歳以上の者及び６５歳以上７５歳未満の者であって「高齢者の医療の確保に関する法律

施行令（平成１９年政令第３１８号）別表に定める程度の障害の状態にあるもの（健康保険法

（大正 １１年法律第７０号）若しくは船員保険法（昭和１４年法律第７３号）の規定による

被保険者及び 被扶養者、国家公務員共済組合法（昭和３３年法律第１２８号）若しくは地方

公務員等共済組合法（昭和３７年法律第１５２号）に基づく共済組合の組合員及び被扶養者又

は私立学校教職員共済法（昭和２８年法律第２４５号）の規定による私立学校教職員共済制度

の加入者及び被扶養者である者を除く。）に係る診療方針及び診療報酬は、前各項に定めるも

ののほか、後期高齢者医療の診療方針及び診療報酬（健康保険法（大正１１年法律第７０号）

第８８条第１項に規定する指定訪問看護事業者、介護保険法（平成９年法律第１２３号）第４ 
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１条第１項に規定する指定居宅サービス事業者（同法第８条第４項に規定する訪問看護を行う

者に限る。）及び同法第５３条第１項に規定する指定介護予防サービス事業者（同法第８条の

２第３項に規定する介護予防訪問看護を行う者に限る。）にあっては高齢者の医療の確保に関

する法律（昭和５７年法律第８０号）第７８条第４項の規定による厚生労働大臣の定める基準

及び同法第７９条第１項の規定による厚生労働大臣の定め）の例による。 

 

６ 指定医療機関が健康保険の保険医療機関又は保険薬局であり、かつ、国民健康保険法第４５ 

条第３項（同法第５２条第６項、第５２条の２第３項及び第５３条第３項において準用する場

合を含む。）の規定による別段の定めの契約当事者であるときは、当該契約の相手方である市

町村（特別区を含む。）の区域に居住地（生活保護法第１９条第１項第２号又は同条第２項に

該当する場合にあっては現在地とし、同条第３項に該当する場合にあっては入所前の居住地又

は現在地とする。）を有する被保護者について当該指定医療機関が行った医療に係る診療報酬

は、当該定めの例による。 

 

７ 指定医療機関がそれぞれその指定を受けた地方厚生局長又は都道府県知事若しくは地方自治

法（昭和２２年法律第６７号）第２５２条の１９第１項の指定都市（以下「指定都市」とい

う。）若しくは同法第２５２条の２２第１項の中核市（以下「中核市」という。）の市長との

間に及び医療保護施設がその設置について認可を受けた都道府県知事若しくは指定都市若しく

は中核市の市 長又はこれを設置した都道府県若しくは指定都市若しくは中核市を管轄する都

道府県知事若しくは指定都市若しくは中核市の市長との間に、診療報酬に関して協定を締結し

たときは、当該指定医療機関又は医療保護施設に係る診療報酬は、当該協定による。ただし、

当該協定による診療報酬が健康保険法第７６条第２項の規定による厚生労働大臣の定め、同法

第８５条第２項及び第８５条の２第２項の規定による厚生労働大臣の定める基準若しくは同法

第８６条第２項第号の規定による厚生労働大臣の定め（前項に該当する指定医療機関にあって

は、当該定めのうち診療報酬が最低となる定め）若しくは同法第８８条第４項の規定による厚

生労働大臣の定め又は高齢者の医療の確保に関する法律第７１条第１項の規定による厚生労働

大臣の定め、同法第７４条第２項及び第７５条第２項の規定による厚生労働大臣の定める基準

若しくは同法第７８条第４項の規定による厚生労働大臣の定める基準の例による場合に比べて

同額又は低額である場合に限る。  

 

８ 第６項に該当する指定医療機関について前項に規定する協定の締結があったときは、第６項の

規定は、これを適用しない。 
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第２ 中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留

邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関する法律のあらまし 
 

１ 支援給付の概要 

  中国残留邦人等が置かれている特別な状況に鑑み、日常生活又は社会生活を円滑に営むこと

ができるようにするために「中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留

邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関する法律（平成 6年 4月 6日法律第 13号、以下「中国

残留邦人等支援法」という。）」により、永住帰国援護や中国残留邦人等に対する支援給付等が

行われています。その内容は、基本的には「生活保護制度」の例によることとされています。 

 

２ 支援給付の対象者 

（１）特定中国残留邦人等（老齢基礎年金の満額支給の対象となる方）で、世帯の収入が一定の 

基準に満たない方、及びその特定配偶者 

（２）中国残留邦人等支援法施行（平成 20年 4月 1日)前に 60歳以上で死亡した中国残留邦人等 

の配偶者で、法施行の際、生活保護を受給していた方 

 

３ 支援給付の種類 

  生活扶助、住宅扶助、医療扶助、介護扶助、出産扶助、生業扶助及び葬祭扶助の７種類。教育 

扶助に相当するものがない点で、生活保護と異なります。 

  生活保護同様、金銭給付が原則ですが、医療支援給付及び介護支援給付は、給付の性質上、 

現物給付を原則としています。 

 

４ 実施機関 

  都道府県知事、市長及び福祉事務所を設置する町村の長が支援給付の実施機関となります。 

 

５ 指定医療機関 

  医療支援給付のための医療を担当する機関は、生活保護同様指定を受けることとされていま

す。平成１９年度までに生活保護法による指定を受けている医療機関は支援給付の指定を受け

たものとみなします。平成２０年４月１日以降は、支援給付の指定を受けることが必要です

が、松本市では、生活保護法指定申請書を支援給付の指定申請書と兼ねることとしています。 
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第３ 医療機関の指定 

 

１ 医療機関の指定申請手続 

  松本市（中核市）に所在する医療機関が指定医療機関として指定を受けるには、松本市ホー 

ムページに掲載している申請書を提出し、松本市長の指定を受ける必要があります。 

 また、届出事項に変更があった場合、業務を廃止、休止及び再開した際は、松本市に届書を 

提出してください。 

※詳細は、「届出事項一覧」をご覧ください。 

※令和３年４月１日から松本市が中核市に移行したことにより、松本市内の医療機関について 

は、松本市が指定等を行います。 

 

２ 指定の基準 

（１）指定の要件 

法第 49条の２第２項各号（欠格事由）のいずれかに該当するときは、松本市長は指定医 

療機関の指定をしてはならないことになっています。 

（欠格事由の例） 

ア 当該申請に係る医療機関が健康保険法に規定する保険医療機関又は保険薬局でないとき 

イ 開設者が禁固刑以上の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなく 

なるまでの者であるとき 

ウ 開設者が法第 51条第２項の規定により指定を取り消され、その取消しの日から起算し 

て５年を経過しない者であるとき 

  エ 開設者が法第 51条第２項の規定による指定の取消しの処分に係る通知があった日から 

当該処分をする日までの間に指定の辞退の申出をした者で、当該申出の日から起算して

５年を経過しないものであるとき 

 

（２）指定の取消要件 

   指定医療機関が、法第 51条第２項各号のいずれかに該当するときは、市長は、その指定 

を取り消し、又は期間を定めてその指定の全部若しくは一部の効力を停止することができま

す。 

（取消要件の例） 

ア 指定医療機関が、健康保険法に規定する保険医療機関又は保険薬局でなくなったとき 

  イ 指定医療機関の開設者が、禁固以上の刑に処せられたとき 

  ウ 指定医療機関の診療報酬の請求に関し不正があったとき 

  エ 指定医療機関が、不正の手段により指定医療機関の指定を受けたとき 
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３ 指定医療機関の更新について 

（１）指定の更新 

指定医療機関の指定は、６年ごとにその更新を受けなければ、その期間の経過によってそ 

の効力を失います。（法第 49条の３第１項） 

（２）更新の手続き方法 

指定の更新時期が近付いたら、更新のご案内を指定医療機関に送付します。更新申請は、

提出期限までに所定の提出先へご提出下さい。指定の有効期間内に更新の申請がされなかっ

た場合は、指定が失効しますのでご注意ください。 

（３）更新手続きが不要な医療機関 

   指定医療機関のうち、以下に該当する医療機関については、その指定の効力を失う日前６

月から同日前３月までの間に別段の申出がないときは、更新の申請があったものとみなされ

ます。（法第 49条の 3第 4項（健康保険法第 68条第 2項の準用）） 

  ア 医師、歯科医師又は薬剤師の開設する指定医療機関であって、その指定を受けた日から 

   おおむね引き続き当該開設者である医師、歯科医師若しくは薬剤師のみが診療若しくは調 

剤に従事しているもの 

  イ 医師、歯科医師又は薬剤師の開設する（個人開設）指定医療機関であって、その指定を 

   受けた日からおおむね引き続き当該開設者である医師、歯科医師若しくは薬剤師及びその 

   者と同一の世帯に属する配偶者、直系血族若しくは兄弟姉妹である医師、歯科医師若しく 

   は薬剤師のみが診療若しくは調剤に従事しているもの 

 

４ 指定通知 

  松本市長は、医療機関等を指定したときは、申請者に指定通知書を交付するとともに、告示

します。 
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指定医療機関等の届出事項一覧 

届出を要する事項 

指

定

申

請 

誓

約

書 

変

更

届 

廃

止

届 

備 

考 

新

規

申

請 

医
療
機
関 

病院、診療所、歯科、訪問看護ステーショ

ン、薬局が初めて指定を受けるとき 
〇 

   

施
術
者 

あん摩・マッサージ師、はり・きゅう師、

柔道整復師が初めて指定を受けるとき 
〇 

  

免許証添付 

既
に
指
定
を
受
け
て
い
る
場
合 

１医療機関コードが変更になった場合 

（１）移転 

（２）開設者の交代 

①個人の交代（Ａさん→Ｂさん） 

②個人⇔法人 

③法人が別法人に変更したとき 

（３）医療機関の種類が変更（診療所⇔病院） 

〇 

 

〇 

旧コードの

廃止届と新

コードの指

定申請 

２医療機関コードが変わらない場合 

（１）指定医療機関等の名称・所在地の変更 

（２）開設者の氏名・所在地に関する変更 

※法人の代表者（代表取締役、理事長等）の変

更の場合は届出不要 

（３）管理者の変更 

※住所、生年月日も明記すること 

 

〇 

  

指定医療機関等の事業自体を廃止した場合   〇  

指定医療機関等を廃止する場合    休止届 

休止した医療機関等を再開する場合    再開届 

指定を辞退しようとする場合 

※３０日以上の予告期間を設けること 

   
辞退届 

医療法等による処分を受けた場合 

（生活保護法施行規則第１４条第３項に規定す

る処分） 

   

処分届 
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第４ 指定医療機関の義務 

 

 生活保護法及び中国残留邦人等支援法により指定された医療機関等は、次の事項を順守してく

ださい。 

 

１ 医療担当について 

（１）懇切丁寧に被保護者等の医療を担当すること。 

（２）指定医療機関医療担当規程の規定に従うこと。 

（３）生活保護法第 52条による診療方針により、医療を担当すること。 

（４）医師又は歯科医師が医学的知見に基づき後発薬品を使用することができると認めた場合 

は、原則として、後発薬品により給付を行うこと。 

 

２ 診療報酬について 

（１）患者について行った医療に対する報酬は、国民健康保険の診療報酬の例に基づき、所定の

請求手続きにより請求すること。 

（２）診療内容及び診療報酬の請求について市長の審査を受けること。 

（３）市長の行う生活保護又は支援給付の診療報酬額の決定に従うこと。 

 

３ 指導等について 

（１）患者の医療について、厚生労働大臣又は市長の行う指導に従うこと。 

（２）診療内容及び診療報酬請求の適否に関する市長の報告命令に従うこと。 

（３）市長が職員に行わせる立入検査を受けること。 

 

４ 変更の届出等について 

  指定医療機関は、届出事項に変更が生じた場合には、該当する届出を速やかに行うこと。 

 

５ 標示について 

  指定医療機関は、「生活保護法指定」の標示をその業務を行う場所の見やすい箇所に提示し

なければならない。 
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①医療扶助の申請 

医療券・要否意見書の発行

要否意見書の送付 

 

 

 

 

 

 

⑤診療報酬請求 

⑥支払 

支払 

②医療券発行 

第５ 医療扶助または医療支援給付の申請から決定まで 

 

 医療扶助又は医療支援給付が申請されてから、決定されるまでの一般的な事務手続きは、次の

とおりです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 医療扶助の申請 

  医療扶助を受けようとする者は、医療機関に行く前に松本市に対してその旨の申請をする必

要があります。 

  申請をすると、医療要否意見書、あるいは医療券が交付され、来院時窓口で提示することに

なっています。 

  ただし、松本市では、被保護者の負担軽減を図るため、通常、被保護者本人が提示すべき医

療券を直接松本市から医療機関へ交付する方法をとっています。事前に、医療機関へ受診した

い旨を被保護者が地区担当員（ケースワーカー）へ電話連絡をし、地区担当員から医療機関へ

受診の連絡をしますので診療をお願いします。 

  また、被保護者が急迫状態にあり、地区担当員（ケースワーカー）に連絡できない場合にお

いては、被保護者本人に代わって医療機関から松本市へ連絡いただきますようお願いします。 

 

 

 

 

 

松 

本 

市 

被保護者 

指 

定 

医 

療 

機 

関 

④医療の給付 

③医療券提出 

要否意見書の返送 

 

 

 

 

 

 

社会保険診療
報酬支払基金 
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２ 医療券の発行 

  医療扶助が決定された場合は、その必要とする医療の種類（例えば医療における入院、入院 

外、訪問看護、歯科、調剤等）に応じて必要とする生活保護法の医療券・調剤券が発行されま 

す。医療券は暦月を単位として発行され、継続的な治療が必要と判断された場合は、毎月２５ 

日前後に松本市から一括送付されます。 

※医療券の取り扱いにあたっては、以下の点にご注意ください。 

ア 医療券の内容を確認してください。 

単独と併用の別…被保護者には、医療扶助単独の場合と、医療扶助と医療保険（国民健康 

  保険を除く。）又は医療扶助と他の公費負担医療との併用の場合とがありますので、医療券 

  の記載を確認してください。 

本人支払額…「本人支払額」欄に記載のある場合は、この額を被保護者より徴収してくだ 

  さい。 

イ 請求の際は、医療券の記載事項を診療報酬明細書等に正確に転記してください。 

 

３ 医療の要否の確認 

  医療の必要性、内容及び程度の判断については、専門的、技術的判断が要請されるため指定

医療機関等の意見を聞いたうえで、医療扶助の要否及び程度の決定を行っています。このよう

な指定医療機関等の意見が記載されたものが「要否意見書」です。 

松本市から医療機関あてに各給付要否意見書を送付しますので、医療扶助に係る所要事項を

記載のうえ、速やかにご返送ください。 

なお、給付要否意見書は、「指定医療機関担当規程」第７条により無償で交付をしていただ

くことになっておりますので、ご協力をお願いします。 

  

４ 医療扶助の決定 

  福祉事務所長等は、医療機関から提出された医療要否意見書等を検討し、医療の要否、他法 

（例えば、「障害者総合支援法」）の適用等について確認し、さらに、被保護者の生活状況など 

を総合的に判断して、医療扶助の決定を行います。 
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５ オンライン資格確認について 

 マイナンバーカードによる健康保険証利用開始に伴い、生活保護法の医療扶助においてもマ

イナンバーカードを利用したオンライン資格確認が令和６年３月から開始されております。決

定、支払いまでの一般的な事務手続きの流れは以下のとおりです。なお、生活保護受給者がマ

イナ保険証の利用意向を明らかにしていない場合や、指定医療機関が医療扶助オンライン資格

の対応を完了していない場合はこれまでどおり紙の医療券・調剤券を発券します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

紙の医療券による医療扶助の受診 

オンライン資格確認による医療扶助の受診 
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第６ 医療扶助の内容 

 

１ 範囲 

  医療扶助は、次に掲げる事項の範囲内で行われることになっております。医療支援給付も同 

様です。 

（１）診察 

（２）薬剤又は治療材料 

（３）医学的処置、手術及びその他の治療並びに施術 

（４）居宅における療養上の管理及びその療養に伴う世話その他の看護 

（５）病院又は診療所への入院及びその療養に伴う世話その他の看護 

（６）移送 

  この範囲は、国民健康保険及び健康保険における療養の給付と療養費の支給との範囲を併せ

たものとほぼ同様とみることができます。 

 ただし、保険外併用療養費の支給に係るものは、原則として生活保護の対象となりません。 

 

２ 診療方針及び診療報酬 

  指定医療機関の診療方針及び診療報酬は、国民健康保険の例によることとされていますが、

この原則によることができないか、これによることを適当としないときの診療方針及び診療報

酬は、「生活保護法第５２条第２項の規定による診療方針及び診療報酬（昭和３４年５月６日

厚生省告示第１２５号）」により定められています。 

 なお、保険外併用療養費の支給に係るもの（評価療養、患者申出療養及び選定療養（長期入

院選定療養を除く））は、医療扶助の対象となりませんので、ご注意ください。（Ｐ４参照） 

 

３ 調剤の給付 

（１）被保護者に対して処方せんを発行する場合には「保険医療機関及び保険医療養担当規則 

（昭和３２年厚生省令第１５号）」第２３条に規定する様式に必要な事項を記載にて交付し 

てください。 

   なお、当該用紙への記載にあたっては、当該用紙中「保険医療機関」とあるのは「指定医 

療機関」と、「保険医」とあるのは「指定医」と読み替えてください。 

（２）指定薬局においては、次の事項を記入した調剤録（処方せんに調剤録と同様の事項を記入 

したものをもって替えることができる。）を保存する必要があります。 

ア 調剤師法施行規則第１６条に規定する事項 

  イ 調剤券を発行した福祉事務所名 

  ウ 当該薬局で調剤した薬剤について処方せんに記載してある用量、既調剤量及び使用期間 

  エ 当該薬局で調剤した薬剤についての薬剤価格、調剤手数料、請求金額、社保負担額、他 

法負担額及び本人支払額 
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（３）被保護者が一般名処方又は後発医薬品への変更を不可としていない銘柄名処方の処方箋を 

持って、調剤を受けに来られた場合、原則として後発医薬品を調剤願います。例外的に被保 

護者に対して先発医薬品を調剤することができるケースは、下記の（ア）～（オ）の場合に 

限ります。 

例
外
的
に
先
発
医
薬
品
を
調
剤
可
能
な
場
合 

（ア） 処方医が先発医薬品の銘柄名処方を行っており、後発医薬品への変更を不可

としている処方箋を発行している場合 

（イ） 後発医薬品の在庫がない場合 

（ウ） 先発医薬品より後発医薬品が高価または同額である場合 

（エ） 後発医薬品が存在しない場合 

（オ） 後発医薬品の使用への不安等から必要な服薬ができない等事情が認められ、

薬剤師が処方医に疑義照会を行った結果、当該処方医が医学的知見に基づき

先発医薬品が必要と判断した場合 

処方医に連絡が取れず、やむを得ない場合には、指定薬局から福祉事務所に

確認の上、先発医薬品を調剤することができるが、速やかに（遅くとも次回

受診時までに）薬剤師から処方医に対し、調剤した薬剤の情報を提供すると

ともに、次回の処方内容について確認すること。（夜間・休日等で福祉事務

所にも連絡が取れない場合には、事後的に福祉事務所に報告が必要） 

 

４ 治療材料の取扱い 

  被保護者から治療材料の給付の事前申請があった場合、必要事項を記載した給付要否意見書 

（治療材料）を発行し、指定医療機関及び取扱業者において所要事項を記入の受け、福祉事務

所長がその要否を判断して、治療材料券を交付します。治療材料は、必要最小限度のものを原

則として現物で給付します。 

  なお、一般診療報酬の額の算定方法により支給できる場合及び障害者総合支援法等の規定に 

より給付される場合には、治療材料の給付の対象となりません。 
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【治療材料の範囲】 

 種  類 給付方針 

１ 国民健康保険の療養費の

対象となる治療用装具及

び輸血に使用する生血 

国民健康保険の療養費の支給の例による。 

２ 義肢 

装具 

眼鏡 

収尿器 

ストーマ装具 

歩行補助つえ 

(１)障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援する 

ための法律（以下、「障害者総合支援法」という。）の 

規定に基づく補装具の購入もしくは修理又は日常生活 

上の便宜を図るための用具（以下、「日常生活用具」と 

いう。）の給付又は貸与を受けることができない場合。 

 （歩行補助つえは、上記のほか、介護保険法又は生活保

護法の規定に基づく福祉用具の貸与を受けることができ

ない場合。） 

(２)治療の一環としてこれを必要とする真にやむを得ない

事由が認められる場合。 

３ 尿中糖半定量検査用試験

紙 

 現に糖尿病患者であって医師が食事療養に必要と認めた

場合に限り、必要最小限度の量に限る。 

４ 吸引器  吸引器は喉頭腫瘍で喉頭を摘出した患者等の気管内に分

泌物が貯留し、その自力排泄が困難な者に対して給付を行

い、患者の退院ならびに社会復帰の促進を図るものであ

る。 

 上記の症状を有する者に吸引器を給付する場合は、次の

要件を全て満たすか確認した上で、必要最小限度の価格に

よるものを現物給付すること。 

(１)吸引器による処置を必要とするが、その症状は安定し

ており、吸引器を使用することによって在宅の療養が可

能であること。 

(２)社会復帰の観点から入院治療より在宅療養の方がより

効果的であると判断されること。 

(３)患者またはその介護にあたる家族等が器具の使用につ

いて習熟していること。 

５ ネブライザー  ネブライザーは呼吸器等疾病に羅患し、内服薬等の服用

のみによっては、その治療効果が期待できず、ネブライザ

ーによる薬剤の気道内吸入による治療が必要であり、その

処置のための入院が必要である者に対して給付を行うもの

である。 

 上記の症状を有する者にネブライザーを給付する場合
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は、次の要件を全て満たすか確認した上で、必要最小限度

の価格によるものを現物給付すること。 

 なお、上記ネブライザーに類似するものとして風邪や花

粉症予防のためのスチーム吸入器等があるが、下記の要件

を満たさないため、治療材料の対象とはならない。 

(１)ネブライザーを購入することにより、退院、在宅療養

が可能なものであること。従って通院による処置で対応

可能な者については給付は認められないものであるこ

と。 

(２)社会復帰の観点から入院治療により在宅療養の方がよ

り効果的であると判断されること。 

(３)被保護者またはその介護にあたる家族等が装置の使用

について習熟していること。 

６ 上記１～５以外の治療材

料 

 治療の一環として必要とする真にやむを得ない事由が認

められる場合にあって、かつ障害者総合支援法に基づく補

装具、日常生活用具の給付及び介護保険法に基づく福祉用

具貸与・給付を受けることができない場合。 

＜判断基準＞ 

(１)当該材料の給付によらなければ生命を維持することが

困難である場合。 

(２)生命の維持には直接関係ないが、症状等改善を図る上

で他に代わるべき方法がない場合。 

(３)単なる日常生活の利便、慰安的用途等は適当ではな

い。 

 

５ 施術の給付 

（１）給付方針 

   生活保護制度における施術の給付方針については、必要最小限度の施術を原則として現物 

給付するものとし、その範囲は、あん摩・マッサージ、柔道整復及びはり・きゅうとなって 

います。 

   なお、この者が現に指定医療機関において診療を受けている場合には、当該指定医療機関 

の意見を求めたうえで要否を決定することとなります。 

   はり・きゅうにあっては、慢性病であって、医師による適当な治療手段がないものを対象 

としますが、指定医療機関の医療の給付が行われている期間は、その疾病にかかる施術は、 

給付の対象とはなりません。 
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（２）施術の給付に関する医師の同意 

   施術の給付が認められるのは、治療上不可欠と認められる場合に限られますので、一部の 

場合を除き、医師の意見が必要となります。 

   施術の給付にあたり、施術者又は患者から給付要否意見書（柔道整復、はり・きゅう、あ 

ん摩・マッサージ）に同意の記載を求められた際には、ご協力をお願いします。 

 

６ 訪問看護の取扱い 

  訪問看護を利用するためには、被保護者からの事前申請が必要になります。主治医より、訪 

問看護要否意見書が提出された後、給付の要否意見を検討のうえ、現物給付します。 

 ただし、要介護者・要支援者は、介護扶助による給付が優先されます。 

  訪問看護は、疾病または負傷により居宅において継続して療養を受ける状態にある者にし、 

その者の居宅において看護師等が行う療養上の世話または診療の補助を必要とする場合に限り 

認められます。 

 

７ 移送の取扱い 

  移送の給付については、被保護者から事前申請があった場合、給付要否意見書（移送）等に 

より主治医の意見を確認するとともに、松本市生活福祉課において必要性を判断したうえで、 

次の範囲により給付します。タクシー等を利用する場合は、電車・バスを利用できない理由を 

具体的に記入してください。 

（１）給付の範囲 

   アからクまでに掲げる場合において給付を行います。 

受診する医療機関については、原則として被保護者の居住地等に比較的近距離に所在する 

医療機関に限ります。ただし、傷病等の状態により、被保護者の居住地等に比較的近距離に 

所在する医療機関での対応が困難な場合は、専門的治療の必要性、治療実績、患者である被 

保護者と主治医との信頼関係、同一の病態にある当該地域の他の患者の受診行動等を総合的 

に勘案し、適切な医療機関への受診が認められます。 

  ア 医療機関に電車・バス等により受診する場合で、当該受診に係る交通費が必要な場合 

  イ 被保護者の傷病、障害等の状態により、電車・バス等の利用が著しく困難な者が医療機 

関に受診する際の交通費が必要な場合 

  ウ 検診命令による検診を受ける際に交通費が必要となる場合 

  エ 医師の往診等に係る交通費又は燃料費が必要となる場合 

  オ 負傷した患者が災害現場等から医療機関に緊急に搬送される場合  

  カ 離島等で疾患にかかり、又は負傷し、その症状が重篤であり、かつ、傷病が発生した場

所の付近の医療機関では必要な医療が不可能であるか又は著しく困難であるため、必要な

医療の提供を受けられる最寄りの医療機関に移送を行う場合 

  キ 移動困難な患者であって患者の症状からみて、当該医療機関の設備等では十分な診療が

できず、医師の指示により緊急に転院する場合 
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  ク 医療の給付対象として認められている移植手術を行うために、臓器等の摘出を行う医師

等の派遣及び摘出臓器等の搬送に交通費又は搬送代が必要な場合（ただし、国内搬送に限

る） 

 

（２）費用 

  ア 移送に要する費用は、傷病等の状態に応じ、経済的かつ合理的な方法及び経路により移 

送を行ったものとして算定される交通費（医学的管理等のため付添人を必要とする場合に

限り、当該付添人の日当等も含む） 

なお、身体障害者等の割引運賃が利用できる場合には、当該割引運賃を用いて算定した 

額とします。 

  イ 当該料金の算定にあたっては、領収書、複数業者からの見積書、地域の実態料金等の挙 

証資料に基づき額の決定をします。 
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第７ 診療報酬の請求手続き 

 

１ 診療報酬の請求 

  松本市生活福祉課から交付された「医療券・調剤券」に基づき、診療報酬明細書に請求内容 

を記載して、社会保険診療報酬支払基金長野支部に提出してください。 

  なお、「医療券・調剤券」に記載されている受給者番号については、変更される場合があり 

ますので、ご注意のうえ、正確に転記してください。受給者番号が誤っている場合について

は、被保護者が特定できないため、支払基金に請求されましても、過誤請求として返戻させて

いただくことがありますので、ご注意ください。 

 

２ 診療報酬請求書等の記載要領 

  診療報酬請求書等の記載要領等については、健康保険及び後期高齢者医療の例によります 

が、下記の点に留意してください。 

（１）「診療開始日」欄は、費用負担関係の如何にかかわらず、その傷病についての初診年月日

を記入してください。 

（２）医療券の有効期間の変更 

   松本市生活福祉課が訂正しますので連絡してください。 

（３）当該月に診療がないとき 

   送付された医療券を福祉事務所へ返送してください。（連名簿のため複数の被保護者の記

載がある場合は、連名簿（写し）の該当者備考欄へ「受診なし」等記載してください） 

（４）本人支払額等の徴収 

   医療券等の「本人支払額」欄は、松本市生活福祉課で医療券を発行する際に記載しますの

で、これらの欄に本人支払額がある場合には、直接被保護者からその額を徴収してくださ

い。 
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第８ 松本市生活福祉課への協力について 

 

１ 病状調査について 

  松本市生活福祉課では、指定医療機関等を訪問し、被保護者及びその家族の指導上必要な事

項（長期入院・長期外来患者の実態把握や、頻回受診者に対する適正な受診指導等、医療扶助

の適正実施）について、主治医等からお話を聞かせていただく等の「病状調査」を行っていま

す。 

これは、被保護者の実態を的確に把握して、必要な支援や生活指導を行うために必要なもの

になりますので、ご協力をお願いいたします。 

  なお、病状調査による診療情報提供料は算定できませんので、あらかじめご了承ください。 
 

２ 入院及び退院の連絡について 

  入院に際しては、入院の医療要否意見書が必要となります。入院の予定がわかり次第、被保 

護者に松本市生活福祉課に連絡をするよう指導してください。退院についても同様にお願いし 

ます。 

  なお、医療要否意見書の記入（特に診療見込期間）については、患者に支給する保護費（生

活扶助の額）の変更等を行う必要がありますので、ご協力お願いします。 

 

３ 入院患者が転院を行う場合の連絡について 

  平成 26年 8月 20日付社援保発第 0820第 1号厚生労働省社会・援護局保護課長通知に基づ 

き、入院中の被保護者に転院が必要となった場合には、その必要性について、協議し検討する 

こととなっています。 

  入院中の被保護者が転院する際には、転院前に、「転院事由発生連絡票」により松本市生活保 

護課までご連絡いただきますようお願いいたします。 

 なお、転院許可が下りるまで転院できない、という趣旨のものではありません。急性増悪に 

伴う緊急を要する転院等、事前連絡が困難であった場合については、電話にて松本市生活保護 

課に連絡後、速やかに「転院事由発生連絡票」を提出願います。（医師による記載である必要は 

ありません。） 

４ 検診料・文書料の取扱いについて 

（１）検診命令 

   松本市生活福祉課では、被保護者、又は申請されている方の病状を把握するため、次のよ 

うな時に検診を受けるべき旨を命じることがあります。 

   検診を依頼する場合、他法他施策等の手続きに必要な診断書等を作成する場合については、 

検診依頼書及び請求書を送付します。 

 ただし、検診料及び文書料の支払いは、松本市生活福祉課が必要と認めたものに限ります 

ので、被保護者から直接検診または文書作成の依頼を受けた場合は、速やかに松本市生活福

祉課に相談してください。 
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【検診を命令すべき場合】 

 ア 保護の要否又は程度の決定にあたって稼働能力の有無につき疑いがあるとき。 

 イ 障害者加算その他の認定に関し検診が必要と認められるとき。 

 ウ 医療扶助の決定をしようとする場合に、要保護者の病状に疑いがあるとき。 

 エ 現に医療扶助による給付を受けている者につき、当該給付の継続の必要性につい

て疑いがあるとき。 

 オ 介護扶助の実施にあたり、医学的判断を要するとき。 

 カ 現に医療扶助の適用を受けている者の転退院の必要性の判定を行うにつき、検診

が必要と認められるとき。 

 キ 自立助長の観点から健康状態を確認する必要があるとき。 

 ク その他保護の決定実施上必要と認められるとき。 

 

（２）検診料 

   （１）により検診を命じる場合、「請求書」に必要事項を記載のうえ、松本市生活福祉課へ 

検診料の請求を行ってください。（検診料の点数が分かる明細書等を添付） 

   検診料は原則として法による診療方針及び診療報酬の例によるものとします。 

   なお、文書料については上限額が定められており、上限額を超える金額の請求があった場 

合、支払いができませんのでご注意ください。 

 

（３）文書料 

   検査結果を所定の様式（検診書）以外の書面により作成する必要がある場合は 4,720円［税 

込］（ただし、障害認定に係るものについては 6,090円［税込］を限度として文書料を請求す 

ることができます。 

  診断書の作成においては、状況により受給者本人負担となることもあるため、作成前に当該

受給者の担当ケースワーカーにご連絡をくださいますよう、お願いします。 

文書の種類 基準額（税込） 

検診命令 ４，７２０円 

検診命令のうち障害認定に係るもの ６，０９０円 

診断書料 ４，７２０円 
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（４）自立支援医療（精神通院医療）の申請に要する診断書作成料 

   障害者総合支援法（平成 17年法律第 123号）第 5条第 22項の自立支援医療のうち、精神 

通院医療の申請に要する診断書作成のための費用については、3,000円以内の額を松本市生 

活福祉課に請求することができます。 

 

（５）指定難病の申請に要する臨床調査個人票（診断書）作成料 

   難病法（平成 26年法律第 50号）に基づく特定医療費助成制度の申請に要する臨床調査個 

人票の作成のための費用については、5,000円以内の額を松本市生活福祉課に請求すること 

ができます。 

   なお、臨床調査個人票の添付書類における、複写フィルムや電磁的記録媒体（ＣＤ－Ｒ等） 

にかかる費用については、それぞれ 1,000 円以内の額を請求することができます。 

 

（６）介護保険の被保険者ではない被保護者の主治医意見書 

   40歳以上 65歳未満で介護保険法に定める特定疾病に該当するもので、社会保険等に加入 

していない被保護者については、介護保険制度に加入できません。そのため、介護保険の例 

によって、介護扶助による介護サービスの提供を保障しています。 

   介護保険の被保険者でない被保護者の要介護認定に必要な主治医意見書の記載にかかる費 

用は、介護保険の例により、松本市生活福祉課に請求することができます。 

【主治医意見書作成料の費用区分】 

費用区分 在宅 施設 

新規 5,000円＋消費税 4,000円＋消費税 

継続 4,000円＋消費税 3,000円＋消費税 

 

５ 事故による負傷に対する診療について 

  事故による負傷について診療を行った場合には、指定医療機関から松本市生活福祉課に連絡 

していただきますようお願いします。負傷の原因が第三者の行為によって生じたときは、基本 

的に加害者から支払を受けていただくようお願いします。 



 

松本市指定医療機関の手引き 

令和８年７月改訂 

作 成 松本市健康福祉部生活福祉課 

住 所 松本市丸の内３番７号 

電 話 ０２６３－３４－３２１１（直通） 

 


